
「北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度」の
本格運用に向けた検討について

令和８年（2026年）7月15日

北海道経済部観光局

資料１



【経緯】ATガイド認定等制度の創設当初の想定タイムライン

5期計画（R3～7） 6期計画（R8～）

（令和４年度第２回北海道観光審議会ＡＴ部会資料より引用）

試行制度運用 試行制度検証令和８年度時点状況→

令和８年度時点状況： 道直営で継続中



【経緯】北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度の見直し検討の方向性

1. 現状・課題

✓ 「北海道アウトドア資格制度」と「北海道アドベンチャートラベルガイド認定
等制度」の２制度が複雑に並立し、それぞれ異なる機関が業務を運営

✓ ATガイド制度の自走化に向けた財源・体制の検討が必要
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アウトドアガイド試験（筆記・実技）

アウトドア検定

北海道アウトドアガイド
• 資格保持者数（R7.3月末現在）：

延べ614人、実人数472人
資格制度の運営主体：民間
（北海道体験観光推進協議会）

• 検定・資格試験を実施
• 10年以上ガイド資格を保有し、制

度へ貢献した者を認定する
「マスターガイド制度」がある

北海道アドベンチャートラベルガイド
• 資格保持者数（R7.3月末現在）

延べ61人、実人数34人
• 資格制度の運営主体：道

（民間移行を検討）
• 独自の資格試験はなし
• 国際基準への対応として

野外救急法、英語、サステナブルの
各研修の受講推奨（必須ではない）

アウトドア資格制度・ATガイド制度の認定要件

2. 検討事項

✓ ＡＴガイドの位置づけ
アウトドアガイドとの違いを明確化するとともに、必要に応じて認定要件
を見直し

✓ 業務運営体制
ATガイド制度の民間運営に向けた体制及び業務範囲を整理し、業務に応
じた必要経費を算出

※バックカントリー・サイドカントリー：
日本山岳ガイド協会登山ガイドステージⅡ以上の付帯資格であるスキーガイド資格が必須であり、
当該資格保持者は北海道アウトドアガイド山岳分野（夏山・冬山）の試験免除が可能。

※ＳＵＰ：北海道アウトドアガイド資格（自然・カヌー・ラフティングのいずれか）が必須。

4. 検討体制（案）

✓ ガイド、アウトドア資格制度業務センター、旅行会社などで構成する「北海
道アドベンチャートラベルガイド認定等制度検討会議」（仮称）を設置

✓ ATガイドの認定要件や業務運営に係る事務の整理等については、必要
に応じ実務者による分科会を設置し議論を行う

観光審
AT部会

ATガイド資格
制度検討会議

OD資格制度業務センター

アウトドア事業者・ガイド

旅行会社 等

意見聴取

報告

3. 検討の視点

✓ 制度のわかりやすさ
制度の当事者であるガイド、ガイドを利用する旅行会社や旅行者など、
様々な関係者にとって分かりやすい制度とする

対ガイド…認定や更新の申請、推奨研修の申込み等の負担軽減
対旅行会社・インバウンド旅行者等…

ガイドを利用する際、知事認定ATガイドを選ぶ動機付け

✓ 運営業務の簡素さ
制度上、ATガイド資格保持者はアウトドアガイド資格保持者より少なくな
ることを踏まえ、必要最低限の業務及び経費とする

✓ アウトドア資格制度との一体的な運営の検討
アウトドア資格制度は民間団体に運営を委託し、自走している（道が運営
補助を行っていない）ことを念頭に、両制度の一体運用の可能性を検討

（令和７年度第４回北海道観光審議会ＡＴ部会資料より抜粋）



１ 「検討会議」の委託について

• 委託事業名

「令和８年度アドベンチャートラベルガイド認定等制度環境整備事業委託業務」

• 受託者

令和８年度アドベンチャートラベルガイド認定等制度環境整備事業

受託コンソーシアム

代表者：一般社団法人北海道体験観光推進協議会

構成員：株式会社ウィルダネスデザイン

• 主な契約内容

1. 北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度見直しに向けた基礎調査

2. 「道認定ガイド資格制度検討会議」（以下、「検討会議」という。）の企画・運営

3. 道認定ガイド資格制度の見直しにかかる提言のとりまとめ

• 契約日

令和８年５月11日
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４ 検討スケジュール（想定）

• AT部会は①「今回」②「提言受領・素案検討」③「最終案検討」の３回開催を予定。

• 検討会議は、アンケートやヒアリングにより現場のガイドの声を拾いながら、秋に提言を提出。

4

(2定) (3定) (4定) (1定)

4/14
プロポ審査会

5/11
契約

第１回
検討会議

（与件の整理）

（調査事業も並行実施）

「制度見直しについて
AT部会に意見照会」

検討会議

第2回
AT部会

検討会議

10月中旬～
11月末

提言受領
素案審議（※）

（R9骨格予算要求作業）

ATガイド制度
見直し素案

検討状況を
R9予算要求に

反映

ATガイド制
度見直し案

ATガイド制度
見直し決定

アウトドア資格制度に
関わる見直し事項

（検討の必要がある場合）

アウトドア資格
制度推進会議

アウトドア資格
制度推進会議

（必要な場合：アウトドア資格制度見直し）

ATガイド制度
見直し

中間取りまとめ

（観光審議会
委員改選）

（※）素案の検討状況により内容を調整する可能性あり

第１回
観光

審議会

第１回
AT
部会

検討会議 検討会議

（検討会議の実施回数・時期は仮） ※５回以上想定

「制度見直しについて
検討会議へ意見照会」

第3回
AT部会

結果報告

2月？
最終案提示

第3回
観光審議会

進捗報告

第2回
観光

審議会

7/15

第4回
観光審議会



3 本格運用に向けた10（＋α）の課題

• 道は、「検討会議」の立ち上げに向けて、これまでの部会議論も踏まえ、検討すべき課題を整理。

• 「検討会議」の事業受託者の公募にあたり、これらの10（+α）の課題について提言をまとめるよう指示。
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課題（検討項目） 説明 課題 説明

①各ガイド資格の定義と制
度全体の中での位置づけ

２つのガイド制度で知事が
認定する各資格の位置づけ
を、俯瞰的に整理する

⑥道と運営機関の業務分
担のあるべき姿

④⑤と併せて、本運用時の
道と運営機関の役割分担
を提言

②「ATガイド」と「マスター
ガイド」の違い

アウトドアガイド資格に
定める「マスターガイド」と、
「ＡＴガイド」の役割の
違いを明確化

⑦ガイドの経費負担のあり
方

ガイドが受け止めやすい
制度全体の経費負担の
あり方を検討

③各資格の認定要件の見
直し

①②の議論を踏まえ、
各資格の認定要件を
再検討

⑧認定・更新等の申請手続
のあり方

各ガイドに負担のない２つ
の制度の認定・更新手続の
あり方を検討

④本運用時の体制 制度の当事者にとってわか
りやすく、運営しやすい
体制を提言

⑨研修のあり方 現行の研修カリキュラムに
ついて、見直すべき箇所が
あるか検討

⑤ATガイド制度の維持運
営に必要最低限の業務内
容

④と併せて、本運用時に
必要となる業務を定義

⑩運営財源の確保 ④～⑨及びその他の運営
課題を踏まえ、必要と
思われる経費を提言

準備事項・
移行スケジュール

新たな運営体制への移行に向け、必要な準備とスケジュールを整理

その他 検討の課程で上記に当てはまらない新たな課題が出てきた場合は、それについても検
討する。



4 現時点までの検討状況（１）
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（事業進捗：2026年６月末時点）

• 検討会議の実施回数：３回

• 以下の事項について全認定ガイド（アウトドア・ＡＴ）に意見を求めるアンケートの
実施に向けて準備中
• ATガイド制度とアウトドア資格制度の違いに関する現場の実感

• ATガイド認定にあたっての英語条件必須化について

• ATガイドの認定要件（資格等）について

• ATガイド認定時のマスターガイド推薦について

• ATガイドの需要について

• その他制度継続に向けた自由意見

• 上記の内容の精査のため、「アウトドア資格制度の実技試験審査員」を対象に
受託者が個別ヒアリングを実施中



4 現時点までの検討状況（２）
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（提言の方向性：2026年６月末時点）
※現時点構想であり、今後、ガイドアンケート等を踏まえた更新を想定

• 制度名称についての提案

• 制度の位置づけについての提案：
「既存の北海道アウトドア資格の上位となる国際顧客対応ガイドとしての認定」

• 認定要件の必須化の推奨
（英語、フィールドに応じた野外救急救命法、LNT等を想定）

• 研修体系、更新要件、経過措置についての提案
（経過措置により、新制度への適応に向けた猶予期間を設定する）

• 体制や施策に対する提案

• 制度移行ロードマップ



5 令和５年度ＡＴガイド資格認定者の有効期限延長について（検討）

【課題】

⚫ 要綱・要領のとおり事務を進める場合、至急「指定研修」を公表のうえ、対象者に更新
のご案内を行う必要がある。（現時点、既に更新手続を行っている方はいない）

⚫ 一方、認定要件や指定研修のあるべき形、また更新の手続や経費については、今まさ
に検討・審議の途上であり、現在のルールで更新事務を行うと、令和５年度認定者の
み、異なる基準で資格が３年間延長されることになってしまう。
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【状況】
• 令和５年度（制度初年度）にATガイドに認定された方々の資格有効期限は、

「R9.3.31」となっている。〔対象者：25名（実人数15名）〕
• 現在の制度要綱・要領では、「有効期限までに更新申請が必要」としている。（猶予期

間が１年間あるが、有効期限を過ぎると資格自体は停止となる）

【上記を踏まえた道案】

⚫ 令和５年度のＡＴガイド資格認定者については、制度の見直し検討中であることを理
由に、特例で有効期限を１年間（～R10.3.31）延長することとし、その旨を対象者に
通知したい。

⚫ 要綱・要領上、申請があった場合には現行基準での資格延長は可能であるため、対象
者から現行基準での更新希望があった場合には、有効期限の延長とその理由につい
てご案内した上で、なお強く更新の求めがあった場合には、対応する考え。



６ 北海道ATガイド認定等制度の運営状況について（R8.3.31時点）

• 北海道アドベンチャートラベルガイド
資格保持者数（延べ人数）

2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2025(R7)
目標

27人 61人 83人 100人

分野別内訳
2025(R7)

分野 人

山岳（夏山） 11

山岳（冬山） 9

自然 13

カヌー 7

ラフティング 5

トレイルライディング 0

サイドカントリー 5

バックカントリー 2

サイクリング 4

ＳＵＰ 2

スルーガイド 3

• ATガイド制度実施要綱指定研修の受講者数

研修の種類 受講者数 うち
ATガイド※

R6 R7

野外救急研修 180人 120人 ２６人

スルーガイド研修 29人 34人 ６人（１２人）

サステナブル研修 44人 39人 １６人

英語研修 77人 101人 22人

• その他ATガイド等を対象とした人材育成

研修の種類 受講者数 うち
ATガイド※

R6 R7

ATガイド等
海外派遣研修

7人 8人 ７人

海外ガイドによる
国内フィールド研修

29人 21人 15人

※ ATガイドの数は、受講後にATガイド資格を取得した者を含む。
スルーガイド研修の受講者については、
スルーガイド資格保持者：６名
ＡＴガイド資格保持者：上記６名を含む１２名 9



７ 本日ご意見を伺いたい事項（議題１）
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1. 制度見直しの進め方について

2. 現時点の検討内容について

3. 令和５年度資格認定者の有効期限延長について

4. ATガイドのさらなる人材確保に向けた課題について

5. その他、ATガイド制度及び制度の見直しに関すること


